
（新）再生可能エネルギー等導入推進基金事業 

（グリーンニューディール基金） 

２３，６００百万円（０百万円）

総合環境政策局環境計画課 

 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災と原子力発電所の事故が発生し、東北地方を中心として甚大

な被害をもたらすとともに、エネルギー需給の逼迫を生じさせている。こう

した中、再生可能エネルギーや未利用エネルギーを活用した自立・分散型エ

ネルギーの導入等による「災害に強く環境負荷の小さい地域づくり」が国を

挙げての課題となっており、東北地方のみならず、地震や台風等による大規

模な災害に備え、再生可能エネルギー等の導入を支援し、災害に強く環境負

荷の小さい地域づくりを全国的に展開することが必要となっている。 

 

２．事業計画 

平成 21 年度に造成した地域グリーンニューディール基金制度を活用し、都

道府県及び政令指定都市が行う以下の事業を支援するための基金を造成（基金

による事業期間は５カ年とする）。 

（１）再エネ等導入に係る計画策定事業 

   地域の再生可能エネルギー等を活用し「災害に強く環境負荷の小さい地域

 づくり」を推進するための計画策定 

（２）公共施設における再エネ等導入事業 

   防災拠点や災害時に機能を保持すべき公共施設への、再生可能エネルギー

 や蓄電池、未利用エネルギーの導入 

（３）民間施設における再エネ等導入促進事業 

   防災拠点や災害時に機能を保持すべき一部の民間施設に対する、再生可能

 エネルギーや蓄電池、未利用エネルギーの導入支援 

（４）風力・地熱発電事業等支援事業 

   大型風力発電や地熱発電等を行う民間事業者に対する、事前調査等に要す

 る経費の支援や事業実施に係る利子補給 

 

３．施策の効果 

再生可能エネルギーや未利用エネルギーを利用した自立分散型のエネルギー

供給システムの導入が地域主導で加速的に推進され、災害時においても地域ご

とに住民の安全や都市機能を最低限保持できる「災害に強く環境負荷の小さい

地域」を全国に展開する。 



東日本大震災の被災地域の復興や、原子力発電施設の事故を契機とした電力需給の逼迫を背景として、再生可能エネルギーや未
利用エネルギーを活用した自立・分散型エネルギーの導入による災害に強く環境負荷の小さい地域づくりが国を挙げての課題
東北地方のみならず、地震や台風等による大規模な災害に備え、再生可能エネルギー等の導入を支援し、全国的に展開すること
が必要

＜基金対象事業＞
（１）再エネ等導入に係る計画策定事業
地域の再生可能エネルギー等を活用し「災害に強く環境負荷の小さい地域づくり」を推進するための計画策定

（２）公共施設における再エネ等導入事業
防災拠点や災害時に機能を保持すべき公共施設への、再生可能エネルギーや蓄電池、未利用エネルギー
の導入

（３）民間施設における再エネ等導入促進事業
防災拠点や災害時に機能を保持すべき一部の民間施設に対する、再生可能エネルギーや蓄電池、未利用
エネルギーの導入支援

（４）風力・地熱発電事業等支援事業
大型風力発電や地熱発電等を行う民間事業者に対する、事前調査等に要する経費の支援や事業実施に係る
利子補給

再生可能エネルギー等導入推進基金事業（グリーンニューディール基金）

地方公共団体が行う、防災拠点への再生可能エネルギーの導入事業等が対象

平成24年度概算要求額 23,600百万円

GND基金制度を活用するメリット

グリーンニューディール基金制度を活用し、地域主導での自立・分散型エネルギー導入を支援

事業内容

①すでに都道府県等において基金

条例を制定し、執行体制が確立※

地域主導で速やかな事業着手が可能

②複数年度の活用期間を設定

地域の実情を踏まえ、規模や工程に
応じた柔軟な事業実施が可能

③再生可能エネルギー導入等の目的
に特化

災害にも強い自立・分散型エネル
ギーの導入を着実に推進

事業スキーム

環
境
省

補助金

事業計画

事業実績報告
※現行のグリーンニューディール基金は、平成21年度補正
予算で計上、都道府県・指定都市に基金を造成済み。

「基金」として
積み立て

取崩して事業を
実施（事業期間
は５年間）

交付対象は、
都道府県・指
定都市
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